
道
志
村
民
憲
章

私
た
ち
の
七
里
は
、
緑
と
清
流
と
歴
史

の
郷
で
す
。
こ
の
地
に
生
き
る
こ
と
に
誇

り
を
も
ち
、
平
和
な
村
を
築
く
た
め
、
こ

こ
に
憲
章
を
定
め
ま
す
。

私
た
ち
は

一
、
自
然
を
愛
し
平
和
な
村
を
つ
く

り
ま
す
。

一
、
生
産
に
励
み
豊
か
な
村
を
つ
く

り
ま
す
。

一
、
伝
統
を
重
ん
じ
、
教
養
を
高
め
、

文
化
の
村
を
つ
く
り
ま
す
。

一
、
人
情
と
い
た
わ
り
の
心
を
養
い
、

福
祉
の
村
を
つ
く
り
ま
す
。

一
、
明
る
く
健
康
で
、
活
力
あ
る
村

を
つ
く
り
ま
す
。

No.310

月号2006  October10月号

９月12日  福祉センターにて

実施された乳幼児事故予防教

室において、都留消防署 道志

出張所の講師による心配蘇生

法の実技指導が行われました。 

９月12日  福祉センターにて

実施された乳幼児事故予防教

室において、都留消防署 道志

出張所の講師による心配蘇生

法の実技指導が行われました。 



平成18年10月１日（２）

平
成
十
七
年
度
の
一
般
会
計
と
八
つ
の
特
別

会
計
の
決
算
が
九
月
の
定
例
議
会
で
承
認
さ
れ

ま
し
た
。

一
般
会
計
の
歳
入
の
総
額
は
、
十
七
億
二
千

八
百
四
十
二
万
九
千
円
、
対
前
年
比
率
は
、

二
・
一
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

歳
出
総
額
に
つ
い
て
は
、
十
六
億
五
千
百
六

万
八
千
円
、
対
前
年
比
率
は
、
二
・
九
％
の
減

と
な
り
ま
し
た
。

会　計　名 実 質 収 支

（単位：千円）

一 般 会 計

特
　
別
　
会
　
計

合　　　　計

歳 入 総 額

1,728,429

259,696

116,652

37,865

239,949

400,858

120,796

28,702

121,403

3,054,350

歳 出 総 額

1,651,068

209,178

111,651

37,513

243,168

397,781

120,755

28,701

121,249

2,921,064

歳入歳出差引

77,361

50,518

5,001

352

△3,219

3,077

41

1

154

133,286

翌年度に繰越すべき財源

9,369

0

0

0

0

0

0

0

0

9,369

67,992

50,518

5,001

352

△3,219

3,077

41

1

154

123,917

国民健康保険

国保診療所

簡 易 水 道

老 人 医 療

観 光 施 設

介 護 保 険

介護サービス

浄 化 槽

平成17年度 決 算 総括表

１世帯当たり、１人当たりの歳入・歳出

一般会計を平成17年度末の世帯数

（ 6 1 6 世帯）と人口（ 2 0 9 0 人）

で換算すると、次のようになります。

一世帯当たり 一人当たり

歳入 280万5,891円　 82万6,999円
歳出 268万0,305円　　78万9,984円

国県支出金 
　10.8％ 

村税 11.8％ 

使用料等 1.4％ 

寄付金等7.0％ 

諸収入 1.7％ 

譲与税等 3.7％ 

繰越金 3.8％ 
 

地方交付税 46.8％ 

村債 13.0％ 

依存財源 
  70.6％ 

自主財源 
　29.4％ 

歳入総額 
1,728,429千円 

目的別歳出 
1,651,068千円 

民生費 10.9％ 

衛生費 4.1％ 

商工費 1.1％　 

土木費 12.1％ 

教育費 10.1％ 

公債費 17.0％ 

議会費 2.3％ 

消防費 6.7％ 

総務費 19.8％ 

農林水産業費 15.9％ 

諸支出金 0.0％ 

公 表 一般会計 歳入17億2,842万9千円
歳出16億5,106万8千円



（3）

区　　　分
17 年　度

決 算 額 構成比

16 年　度

決 算 額 構成比
増減率

目的別歳出状況 （単位：千円、％）

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

歳　出　合　計

37,915

326,400

179,818

68,129

262,078

18,197

200,296

109,975

167,314

0

280,897

49

1,651,068

46,445

292,661

165,807

75,946

222,698

19,385

149,665

99,131

165,905

0

345,198

117,172

1,700,013

2.7

17.2

9.8

4.5

13.1

1.1

8.8

5.8

9.8

0.0

20.3

6.9

100.0

増 減 額

△ 8,530

33,739

14,011

△ 7,817

39,380

△ 1,188

50,631

10,844

1,409

0

△ 64,301

△ 117,123

△ 48,945

△ 18.4

11.5

8.5

△ 10.3

17.7

△ 6.1

33.8

10.9

0.8

0.0

△ 18.6

△100.0

△ 2.9

2.3

19.8

10.9

4.1

15.9

1.1

12.1

6.7

10.1

0.0

17.0

0.0

100.0

区　　　分
17 年　度

決 算 額 構成比

16 年　度

決 算 額 構成比増 減 額
増 減 率

歳 入 状 況 （単位：千円、％）

村 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

自動車取得税交付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 付 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

村 債

歳　入　合　計

204,415

23,179

1,280

428

740

20,364

8,660

8,061

809,525

485

10,298

13,673

43,837

142,253

151

118,003

3,729

64,979

29,336

225,032

1,728,429

212,337

19,750

2,138

263

334

22,326

9,065

7,369

866,902

0

12,540

13,096

22,192

107,973

174

107,582

2,884

114,328

25,172

218,568

1,764,993

11.8

1.3

0.1

0.0

0.0

1.2

0.5

0.5

46.8

0.0

0.6

0.8

2.5

8.2

0.0

6.8

0.2

3.8

1.7

13.0

100.0

12.0

1.1

0.1

0.0

0.0

1.3

0.5

0.4

49.1

0.0

0.7

0.7

1.3

6.1

0.0

6.1

0.2

6.5

1.4

12.4

100.0

△ 7,922

3,429

△ 858

165

406

△ 1,962

△ 405

692

△ 57,377

485

△ 2,242

577

21,645

34,280

△ 23

10,421

845

△ 49,349

4,164

6,464

△ 35,564

△ 3.7

17.4

△ 40.1

62.7

121.6

△ 8.8

△ 4.5

9.4

△ 6.6

皆増

△ 17.9

4.4

97.5 

31.7

△ 13.2

9.7

29.3

△ 43.2

16.5

3.0

△ 2.1

平成17年度 決 算



平成18年10月１日（４）

⑨
老
人
福
祉
費

（
老
人
医
療
費
支
給
事
業
）
一
、
二
七
八
千
円

（
敬
老
祝
い
金
事
業
）

八
五
八
千
円

（
老
人
保
護
措
置
事
業
）
二
、
六
八
六
千
円

⑩
在
宅
福
祉
事
業
（
社
協
委
託
〔
配
色
サ

ー
ビ
ス
・
訪
問
理
美
容
サ
ー
ビ
ス
・
紙

お
む
つ
支
給
サ
ー
ビ
ス
〕）

一
、
三
五
三
千
円

⑪
身
体
障
害
者
福
祉
費
（
厚
生
医
療
・
補

装
具
・
施
設
等
支
援
費
・
重
度
医
療
）

二
九
、
五
四
一
千
円

⑫
児
童
福
祉
費
（
児
童
手
当
・
保
育
所
運

営
）

五
〇
、
一
五
二
千
円

⑬
老
人
保
健
事
業
（
基
本
検
診
・
働
き
盛

り
花
の
実
年
検
診
他
）七

、
九
八
三
千
円

⑭
母
子
衛
生
費
（
子
育
て
教
室
・
母
子
保

健
事
業
・
乳
児
医
療
）一

、
八
六
六
千
円

⑮
環
境
保
全
費
（
ご
み
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
設

置
補
助
・
村
内
一
斉
清
掃
・
一
般
廃
棄

物
処
理
委
託
）

二
七
、
六
四
五
千
円

⑯
介
護
保
険
（
介
護
保
険
繰
出
金
）

二
三
、
二
七
七
千
円

二
、
農
林
水
産
関
係

①
農
業
関
係

中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
事
業
（
交
付

金
）

七
、
三
三
七
千
円

特
定
農
山
村
地
域
支
援
事
業
（
備
品
購

入
等
）

二
、
九
八
二
千
円

中
山
間
地
域
総
合
整
備
事
業
（
和
出
村

の
農
道
・
田
代
橋
梁
・
川
原
畑
用
水
路

他
）

一
四
六
、
六
四
〇
千
円

地
籍
調
査
（
委
託
・
使
用
料
）

一
六
、
四
六
五
千
円

山
村
振
興
等
農
林
漁
業
特
別
対
策
事
業

（
下
向
橋
橋
梁
工
事)

五
九
、
二
九
四
千
円

体
験
農
園
運
営
費

三
、
四
七
九
千
円

②
林
業
関
係

林
道
富
士
東
部
（
南
）
線
開
設
負
担
金

七
、
〇
〇
〇
千
円

林
道
開
設
改
良
費

（
道
坂
・
菜
畑
線
）

六
〇
、
六
七
一
千
円

（
大
室
指
線
）

四
八
、
二
〇
〇
千
円

二
、
商
工
・
観
光
関
係

①
商
工
費
（
商
工
会
事
業
費
補
助
金
等
）

一
、
九
四
〇
千
円

②
観
光
費
（
花
の
ま
ち
づ
く
り
・
観
光
キ

ャ
ラ
バ
ン
・
登
山
道
整
備
・
観
光
協

会
・
ホ
タ
ル
祭
り
・
観
光
協
会
・
道
の

駅
観
光
案
内
）

六
、
二
四
四
千
円

四
、
土
木
関
係

①
道
路
維
持
費

村
道
維
持
（
除
雪
・
塩
カ
ル
等
）

一
、
二
〇
二
千
円

村
道
・
林
道
維
持
（
舗
装
・
補
修
・
水

路
・
側
溝
）

二
、
七
四
八
千
円

②
道
路
開
設
改
良
費

村
道
湯
本
線
改
良
舗
装
工
事

九
、
六
六
〇
千
円

村
道
久
保
・
秋
山
線
舗
装
工
事

二
〇
、
二
二
三
千
円

③
住
宅
管
理
費
（
池
之
原
団
地
・
菜
畑
住

宅
）

一
、
九
一
三
千
円

④
住
宅
建
設
費
（
村
営
谷
相
団
地
新
築
工

事
　
三
Ｄ
Ｋ
　
四
戸
）

五
六
、
五
四
六
千
円

五
、
上
下
水
道
関
係

①
浄
化
槽
事
業
（
管
理
費
二
一
二
基
）

一
八
、
〇
四
二
千
円

浄
化
槽
建
設
費
（
五
十
四
基
）

一
〇
二
、
七
四
五
千
円

一.

総
務
・
民
生
・
環
境
衛
生
関
係

①
消
防
施
設
等
公
共
施
設
非
常
用
発
電
装

置
設
置
事
業
（
五
〇
Ｋ
Ｖ
Ａ
）
一
式

九
、
五
一
三
千
円

②
小
型
動
力
ポ
ン
プ
付
積
載
車
整
備
事
業

（
積
載
車
二
台
）
一
〇
、
九
九
三
千
円

③
防
災
無
線
戸
別
受
信
機
設
置
事
業

（
一
〇
〇
基
）

六
、
三
〇
〇
千
円

④
道
志
村
新
総
合
計
画
策
定
事
業

（
委
託
他
）

三
、
〇
九
四
千
円

⑤
道
志
村
過
疎
対
策
事
業
（
自
立
促
進
計

画
十
四
事
業
）
二
八
二
、
七
九
五
千
円

⑥
ふ
る
さ
と
づ
く
り
推
進
事
業
（
人
生
記

念
樹
・
横
浜
市
と
道
志
村
の
友
好
交
流

事
業
・
公
益
信
託
道
志
水
源
基
金
事

業
・
団
体
補
助
・
日
印
の
経
済
交
流
事

業
）

四
二
、
四
三
三
千
円

⑦
電
子
計
算
機
費
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
保

守
整
備
費
）

一
八
、
五
六
五
千
円

⑧
戸
籍
電
算
化
事
業
（
委
託
・
使
用
料
及

び
賃
借
料
）

二
四
、
〇
五
〇
千
円

平
成
十
七
年
度

平
成
十
七
年
度 

   

主
な
事
業
の
実
施
状
況

主
な
事
業
の
実
施
状
況 
平
成
十
七
年
度

平
成
十
七
年
度 

   

主
な
事
業
の
実
施
状
況

主
な
事
業
の
実
施
状
況 
平
成
十
七
年
度 

   

主
な
事
業
の
実
施
状
況 



（５）

②
簡
易
水
道
事
業
（
管
理
運
営
・
給
水
戸

数
六
二
一
戸
）

三
七
、
五
一
三
千
円

大
室
指
井
戸
ポ
ン
プ
設
置
工
事

一
、
三
六
五
千
円

六
、
教
育
関
係

①
ス
ク
ー
ル
バ
ス
委
託
（
小
学
校
三
台
）

三
二
、
二
三
三
千
円

（
中
学
校
二
台
）

九
、
一
五
六
千
円

②
学
校
維
持
費（
旧
善
之
木
小
解
体
工
事
）

一
〇
、
六
〇
九
千
円

（
小
学
校
警
報
設
備
）

七
三
二
千
円

（
小
学
校
渡
り
廊
下
設
備
）

三
、
四
六
五
千
円

（
パ
ソ
コ
ン
教
室
整
備
）

四
、
二
六
五
千
円

③
保
健
体
育
振
興
費
（
体
育
協
会
・
ロ
ー

ド
レ
ー
ス
・
ス
キ
ー
教
室
）

二
、
四
〇
〇
千
円

④
高
校
生
就
学
助
成
金

（
年
間
六
〇
、
〇
〇
〇
円
×
九
十
三
人
）

五
、
五
八
〇
千
円

基　金　の　名　称

道 志 村 財 政 調 整 基 金

村 債 管 理 基 金

道志村公共施設整備等事業基金

土 地 開 発 基 金

道志村ふるさと振興基金

中山間地ふるさと水と土保全対策基金

西 川 鐃 教 育 基 金

道 志 村 地 域 福 祉 基 金

道志村国民健康保険財政調整基金

道志村観光施設等特別会計基金

道志村特定農山村地域振興基金

広域常備消防事務委託費負担金基金

道 志 村 介 護 保 険 基 金

合　　　　　計

基金の額

383,411

131,848

306,567

116,624

107,125

9,928

21,302

100,000

68,235

43,086

2,744

42,257

3,749

1,336,881

起 債 区 分

一 般 公 共 事 業

一 般 単 独 事 業 債

公営住宅建設事業債

義務教育施設整備事業債

災 害 復 旧 事 業 債

過 疎 対 策 事 業 債

減 税 補 て ん 債

臨時税収補てん債

臨 時 財 政 対 策 債

都 道 府 県 貸 付 金

国保過疎対策事業債

水 道 事 業 債

過 疎 対 策 事 業 債

下 水 道 事 業 債

合　　　　計

金　　額

18,213

117,229

22,826

8,240

6,037

1,299,098

28,502

10,361

445,148

13,200
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一

総
括

（１）
決
算
計
数

審
査
に
付
さ
れ
た
一
般
会
計
及
び
特
別

会
計
の
歳
入
歳
出
決
算
書
、
歳
入
歳
出
決

算
事
項
別
明
細
書
及
び
実
質
収
支
に
関
す

る
調
書
並
び
に
財
産
に
関
す
る
調
書
の
係

数
は
、
誤
り
の
な
い
も
の
と
認
め
ま
す
。

（２）
予
算
執
行

①
歳
入
に
つ
い
て

一
般
会
計
の
歳
入
は
、
一
七
億
二
八
、

四
二
九
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
三
六
、

五
六
四
千
円
（
二
・
一
％
）
減
少
し
て
い

ま
す
。
特
別
会
計
の
歳
入
は
、
一
三
億
二

五
、
九
二
一
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
八
、

八
九
一
千
円
（
〇
・
七
％
）
と
僅
か
に
増

加
し
て
い
ま
す
。
一
般
会
計
と
特
別
会
計

を
合
わ
せ
た
収
入
未
済
金
は
二
三
、
四
九

九
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
て
三
、
七
九

四
千
円
（
十
九
％
）
の
増
加
に
な
っ
て
い

ま
す
。

未
収
金
対
策
は
こ
れ
ま
で
も
、
担
当
な

ど
の
戸
別
訪
問
に
よ
る
徴
収
、
口
座
振
替

の
推
進
に
よ
る
徴
収
率
の
向
上
等
で
一
定

の
成
果
は
あ
っ
た
も
の
の
、
滞
納
者
は
固

定
化
の
傾
向
を
み
せ
て
お
り
、
今
後
の
課

題
に
な
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

ま
た
、
近
年
、
村
内
に
お
け
る
別
荘
及

び
新
規
居
住
者
の
増
加
に
伴
い
、
新
た
な

滞
納
の
形
態
が
出
て
き
て
い
る
た
め
、
先

進
地
市
町
村
の
こ
れ
ま
で
の
教
訓
を
学
ん

で
い
く
こ
と
も
必
要
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

未
収
金
は
、
歳
入
の
欠
損
の
み
な
ら
ず

住
民
負
担
の
公
平
性
の
見
地
か
ら
も
、
実

効
あ
る
対
策
に
努
め
ら
れ
る
よ
う
望
む
も

の
で
す
。

②
歳
出
に
つ
い
て

一
般
会
計
の
歳
出
は
、
十
六
億
五
一
、

〇
六
八
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
四
八
、

九
四
五
千
円
（
二
・
九
％
）
減
少
し
て
い

ま
す
。
減
少
し
た
主
な
も
の
は
、
議
員
歳

費
、
償
還
金
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
一

方
、
増
加
し
た
主
な
も
の
は
、
無
停
電
装

置
設
備
の
設
置
、
村
営
住
宅
の
新
設
な
ど

が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
一
般
会
計
を
性
質
別
経
費
で
み

る
と
、
義
務
的
経
費
が
七
七
〇
四
七
千
円

減
額
し
て
い
て
、そ
の
内
人
件
費
が
一
三
、

〇
九
三
千
円
の
減
、
公
債
費
が
六
四
、
三

〇
一
千
円
の
減
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら

行
政
経
費
の
削
減
が
進
ん
で
い
る
こ
と
が

伺
わ
れ
ま
す
が
、
そ
の
多
く
が
議
員
及
び

特
別
職
に
お
け
る
も
の
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

今
後
、
一
般
職
に
お
い
て
も
「
集
中
改
革

プ
ラ
ン
」
の
推
進
が
望
ま
れ
ま
す
。

投
資
的
経
費
は
、一
〇
四
、
二
〇
六
千
円

増
額
し
て
い
る
が
、
そ
の
内
容
は
村
単
独

事
業
費
が
五
、七
三
四
千
円
減
額
に
対
し
、

補
助
事
業
費
は
一
一
〇
、
六
一
五
千
円
増

額
し
て
い
る
の
で
、
財
政
上
の
有
利
な
事

業
の
取
り
組
み
が
行
わ
れ
て
い
る
も
の
と

受
け
止
め
ら
れ
、
今
後
と
も
、
事
業
化
に

あ
た
っ
て
は
、
地
域
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た

な
か
で
、
地
域
に
即
し
た
社
会
資
本
の
投

資
に
取
り
組
ま
れ
る
こ
と
を
望
み
ま
す
。

そ
の
他
経
費
に
つ
い
て
は
、
七
六
、
一

〇
四
千
円
減
額
し
て
い
て
、
そ
の
な
か
で

積
立
金
が
一
一
七
、
一
二
一
千
円
減
額
に

な
り
、
繰
出
金
が
三
二
、
四
二
四
千
円
の

増
額
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
財
政
運
営

が
一
段
と
厳
し
さ
を
増
し
て
き
て
い
る
も

の
と
思
わ
れ
ま
す
の
で
、
今
後
と
も
、
内

部
経
費
等
の
縮
減
に
努
め
ら
れ
る
よ
う
望

み
ま
す
。

特
別
会
計
の
歳
出
は
、
一
二
億
六
九
、

九
九
六
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
二
三
、

一
一
五
千
円
（
一
・
九
％
）
と
増
加
傾
向

に
あ
り
ま
す
。
特
に
、
介
護
保
険
事
業
へ

の
対
象
者
の
増
加
及
び
内
容
変
更
よ
る
増

額
、
浄
化
槽
整
備
事
業
の
前
倒
に
よ
る
増

額
等
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
一
方
、
観
光
の

三
施
設
事
業
に
お
け
る
利
用
者
の
減
少
に

よ
る
減
額
な
ど
、
総
体
的
に
減
少
傾
向
を

示
し
た
数
値
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（３）
会
計
別
意
見

ア
、
一
般
会
計

①
経
営
指
数

普
通
会
計
に
よ
っ
て
財
政
構
造
を
み
る

と
、
経
常
収
支
比
率
は
昨
年
度
に
比
べ

一
・
四
ポ
イ
ン
ト
下
降
し
た
八
十
一
・

五
％
と
な
っ
て
お
り
、
県
内
市
町
村
の
平

均
が
八
十
二
・
二
％
と
な
っ
て
い
る
こ
と

か
ら
一
定
の
評
価
が
で
き
ま
す
。
ま
た
、

財
政
力
指
数
は
、
昨
年
度
の
〇
・
一
八
六

か
ら
〇
・
二
〇
四
に
、
自
主
財
源
比
率
も

二
十
七
・
七
か
ら
二
十
九
・
四
に
、
僅
か

な
が
ら
上
昇
し
、
こ
れ
ま
で
に
な
い
傾
向

を
示
し
て
い
る
が
、
依
然
と
し
て
財
政
構

造
の
大
き
な
課
題
が
残
っ
て
い
ま
す
。

村
長
か
ら
提
出
さ
れ
た
平
成
十
七
年
度

一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
の
歳
入
歳
出
決

算
書
、
歳
入
歳
出
決
算
事
項
別
明
細
書
、

実
質
収
支
に
関
す
る
調
書
及
び
財
産
に
関

す
る
調
書
に
つ
い
て
審
査
し
ま
し
た
。

審
査
に
当
た
っ
て
は
、（１）
決
算
計
数
は
、

正
確
で
あ
る
か
、
（２）
予
算
の
執
行
は
、
適

正
か
つ
効
率
的
に
な
さ
れ
て
い
る
か
、
（３）

財
産
の
管
理
は
、
適
正
に
処
理
さ
れ
て
い

る
か
、
な
ど
を
主
眼
に
置
き
、
決
算
書
等

及
び
証
拠
書
類
の
照
合
等
を
行
う
と
と
も

に
、
関
係
職
員
か
ら
決
算
に
つ
い
て
の
説

明
を
聴
取
す
る
な
ど
の
方
法
に
よ
り
審
査

を
実
施
し
ま
し
た
。

一

平
成
十
七
年
度
道
志
村
一
般
会
計

及
び
特
別
会
計
決
算
、
財
産

二

平
成
十
八
年
八
月
二
十
一
日
か
ら

平
成
十
八
年
八
月
二
十
八
日

地
方
自
治
法
第
二
三
三
条
第
二
項
の

規
定
に
基
づ
く
決
算
審
査
の
意
見
書
を

次
の
と
お
り
提
出
し
ま
す
。

平
成
十
八
年
九
月
八
日

道
志
村
監
査
委
員

大
房
　
一
邦

佐
藤
　
一
仁

審
査
対
象
及
び
期
間

1

審
査
の
結
果

２
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②
経
常
収
支
比
率

経
常
経
費
は
、
人
件
費
・
扶
助
費
・
物

件
費
・
維
持
補
修
費
・
補
助
費
等
・
公
債

費
な
ど
の
経
費
で
義
務
的
性
格
の
強
い
も

の
と
さ
れ
て
い
る
が
、
ス
リ
ム
な
行
政
を

進
め
る
た
め
に
は
、
こ
の
経
費
を
一
定
目

標
ま
で
抑
え
る
縮
減
が
重
要
な
行
財
政
課

題
と
考
え
ま
す
。

③
地
方
債

地
方
債
の
残
高
は
、
昨
年
度
に
比
べ
二

一
、
九
九
八
千
円
減
少
し
、
公
債
費
比
率

は
九
％
に
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
財
政

構
造
の
弾
力
性
は
維
持
さ
れ
た
も
の
と
な

っ
て
い
ま
す
。
今
後
も
、
地
方
債
の
発
行

は
計
画
性
を
も
っ
て
、
有
利
債
の
活
用
を

基
本
に
、
最
小
限
の
活
用
に
努
め
る
こ
と

を
望
み
ま
す
。

イ
、
特
別
会
計

次
の
八
つ
の
特
別
会
計
を
行
っ
て
い
る

が
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
出
し
金
に
負

う
会
計
が
多
く
、
長
く
課
題
と
さ
れ
て
い

る
健
全
な
財
政
化
が
今
後
も
課
題
と
な
っ

て
い
ま
す
。

①
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

平
成
十
七
年
度
の
本
会
計
決
算
は
、
歳

入
二
五
九
、
六
九
六
千
円
、
歳
出
二
〇
九
、

一
七
八
千
円
で
、
実
質
収
支
五
〇
、
五
一

八
千
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
世
帯
当
た
り
の
保
険

料
が
県
内
で
上
位
に
あ
っ
て
高
い
負
担
体

質
に
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
予
防
に
お

け
る
対
策
等
を
強
化
す
る
こ
と
で
、
住
民

も
保
険
事
業
も
よ
り
良
い
状
況
に
進
ん
で

い
く
こ
と
を
期
待
し
ま
す
。

②
国
民
健
康
保
険
診
療
所
特
別
会
計

平
成
十
七
年
度
の
本
会
計
決
算
は
、
歳

入
一
一
六
、
六
五
二
千
円
、
歳
出
一
一
一
、

六
五
一
千
円
で
、
実
質
収
支
も
五
、
〇
〇

一
千
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。
し
か

し
な
が
ら
、一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
金
九
、

六
七
五
千
円
に
よ
っ
て
、
赤
字
分
を
補
填

し
た
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

本
会
計
は
、
医
科
診
療
所
と
歯
科
診
療

所
の
二
事
業
を
一
体
と
し
た
会
計
処
理
が

行
わ
れ
て
お
り
、
医
療
経
営
の
目
安
と
な

る
人
口
に
な
い
地
域
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

あ
る
程
度
の
赤
字
は
見
込
ま
れ
た
事
業
と

理
解
し
ま
す
の
で
、
黒
字
化
へ
の
努
力
も

さ
る
こ
と
な
が
ら
住
民
に
期
待
さ
れ
る
医

療
事
業
と
な
る
こ
と
を
期
待
し
ま
す
。

③
簡
易
水
道
事
業
特
別
会
計

平
成
十
七
年
度
の
本
会
計
決
算
は
、
歳

入
三
七
、
八
六
五
千
円
、
歳
出
三
七
、
五

一
三
千
円
で
、
実
質
収
支
も
三
五
二
千
円

の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
主
と
な
る
べ
き
水
道

使
用
料
は
歳
入
の
二
〇
％
足
ら
ず
で
あ
り
、

そ
の
ほ
と
ん
ど
が
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入

金
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
受
益
者

負
担
の
適
正
化
が
考
え
ら
れ
ま
す
が
、
本

事
業
は
、
典
型
的
な
経
営
不
利
の
地
域
性

を
有
し
、
自
己
水
道
も
多
い
こ
と
な
ど
か

ら
慎
重
な
検
討
が
必
要
と
考
え
ま
す
。

④
老
人
医
療
費
特
別
会
計

平
成
十
七
年
度
の
本
会
計
決
算
は
、
歳

入
二
三
九
、
九
四
九
千
円
、
歳
出
二
四
三
、

一
六
八
千
円
で
、
実
質
収
支
も
マ
イ
ナ
ス

三
、
二
一
九
千
円
の
赤
字
と
な
っ
て
い
る

が
、
本
会
計
は
、
前
年
度
会
計
を
基
準
に

概
算
処
理
が
行
わ
れ
て
お
り
、
当
年
度
で

の
精
算
的
な
会
計
処
理
が
通
常
と
な
っ
て

い
ま
す
。

前
年
度
に
比
べ
総
医
療
費
が
九
・
八
％

減
に
な
っ
た
主
因
は
、
受
給
者
対
象
者
の

減
少
が
あ
り
ま
す
。

本
事
業
は
、
平
成
二
十
年
度
か
ら
広
域

連
合
事
業
と
し
て
行
わ
れ
る
予
定
で
す
が
、

窓
口
業
務
、
保
険
料
徴
収
事
務
は
今
後
も

村
の
事
務
に
な
る
予
定
で
す
。

⑤
観
光
施
設
等
事
業
特
別
会
計

平
成
十
七
年
度
の
本
会
計
決
算
は
、
歳

入
四
〇
〇
、
八
五
八
千
円
、
歳
出
三
九
七
、

七
八
一
千
円
で
、
三
、
〇
七
七
千
円
の
黒

字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

本
会
計
は
、
「
道
の
駅
」
「
道
志
の
湯
」

「
水
源
の
森
」
の
三
施
設
事
業
を
一
体
と

し
た
会
計
処
理
が
行
わ
れ
て
お
り
、
「
道

の
駅
」
の
黒
字
分
を
他
の
二
施
設
の
赤
字

分
に
補
填
し
た
形
で
運
営
が
行
わ
れ
て
い

ま
す
。

水
源
の
森
は
六
、
一
八
九
千
円
の
赤
字

で
昨
年
度
に
比
べ
歳
入
で
十
一
％
減
、
歳

出
で
二
％
減
と
食
堂
収
入
の
落
ち
込
み
が

大
き
い
中
で
人
件
費
が
高
止
ま
り
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、
道
志
の
湯
は
二
〇
、
一
六

六
千
円
の
赤
字
で
昨
年
度
に
比
べ
歳
入
で

十
五
％
減
、
歳
出
で
四
％
増
と
収
入
の
落

ち
込
み
と
と
も
に
、
職
員
の
配
置
に
よ
る

支
出
の
増
加
で
赤
字
幅
が
大
き
く
な
っ
て

い
ま
す
。
二
施
設
事
業
に
つ
い
て
は
、
事

業
を
検
証
し
た
上
で
、
利
用
者
の
増
加
を

図
る
と
と
も
に
、
商
品
販
売
に
お
け
る
純

益
の
向
上
対
策
を
検
討
す
る
こ
と
を
求
め

ま
す
。

道
の
駅
は
三
二
、
二
九
三
千
円
の
黒
字

で
昨
年
度
に
比
べ
歳
入
で
三
％
増
、
歳
出

で
一
％
減
と
収
入
が
伸
び
、
支
出
の
減
っ

た
効
率
化
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。

⑥
介
護
保
険
特
別
会
計

平
成
十
七
年
度
の
本
会
計
決
算
は
、
歳

入
一
二
〇
、
七
九
六
千
円
、
歳
出
一
二
〇
、

七
五
五
千
円
で
、
実
質
収
支
も
四
一
千
円

の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

本
会
計
は
、
前
年
度
比
二
十
五
％
増
の
歳

入
歳
出
総
額
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
利
用

者
の
増
加
及
び
内
容
変
更
に
よ
る
保
険
給

付
費
の
上
昇
が
主
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

特
に
、
施
設
利
用
者
が
他
市
町
村
に
比
べ

高
い
利
用
率
を
示
し
た
た
め
、
準
備
基
金

か
ら
七
、
一
四
四
千
円
を
繰
入
れ
、
経
営

の
安
定
化
を
図
っ
て
い
ま
す
。
今
後
は
、

健
全
な
保
険
事
業
の
運
営
を
維
持
し
て
い

く
た
め
、
予
防
対
策
事
業
の
成
果
を
期
待

し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
収
入
未
済
額
は
五
五
三
千
円
あ

り
、
目
標
を
も
っ
て
徴
収
対
応
に
取
り
組

ま
れ
る
こ
と
を
望
み
ま
す
。

⑦
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
事
業
特
別
会
計

平
成
十
七
年
度
の
本
会
計
決
算
は
、
歳

入
二
八
、
七
〇
二
千
円
、
歳
出
二
八
、
七

〇
一
千
円
で
、
実
質
収
支
も
一
千
円
の
黒

字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
な
が
ら
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰

入
金
一
三
、
一
一
〇
千
円
に
よ
っ
て
収
支

が
保
た
れ
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
他
市
町
村
同
様
の
黒
字
化
運
営
が
求

（７）
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め
ら
れ
、
そ
の
経
営
体
制
を
根
本
的
に
見

直
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

本
会
計
は
、
前
年
度
比
十
一
％
増
の
歳
入

歳
出
総
額
に
な
っ
て
い
る
が
、
利
用
者
は

今
後
も
増
加
し
て
い
く
も
の
と
見
込
ま
れ
、

本
事
業
の
健
全
化
と
安
定
し
た
運
営
が
望

ま
れ
ま
す
。

⑧
浄
化
槽
事
業
特
別
会
計

平
成
十
七
年
度
の
本
会
計
決
算
は
、
歳

入
一
二
一
、
四
〇
三
千
円
、
歳
出
一
二
一
、

二
四
九
千
円
で
、
実
質
収
支
も
一
五
四
千

円
の
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

本
会
計
は
、
施
設
整
備
事
業
と
施
設
管

理
事
業
を
一
本
と
し
て
会
計
処
理
し
た
も

の
で
あ
り
、
前
年
度
比
二
十
二
％
強
の
歳

入
歳
出
増
に
な
っ
て
い
る
が
、
整
備
計
画

の
前
倒
し
に
よ
り
整
備
を
促
進
す
る
た
め

の
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。
設
計
や
工
事

請
負
の
執
行
に
当
た
っ
て
は
、
厳
正
な
入

札
、
適
正
な
執
行
を
も
っ
て
実
施
さ
れ
る

よ
う
求
め
ま
す
。
ま
た
、
収
入
未
済
額
が

二
十
九
千
円
あ
り
ま
す
が
、
今
後
の
管
理

施
設
の
増
加
に
対
し
て
、
口
座
振
替
率
一

〇
〇
％
、
収
入
未
済
額
０
の
目
標
を
も
っ

て
対
応
し
て
い
く
こ
と
を
求
め
ま
す
。

（４）
財
産
管
理
に
つ
い
て

平
成
十
七
年
度
決
算
審
査
に
お
い
て
、

財
産
の
管
理
が
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
か

に
つ
い
て
審
査
を
し
た
結
果
、
公
有
財
産

の
財
産
台
帳
の
整
備
を
検
討
し
て
い
く
必

要
が
あ
る
と
考
え
ま
す
。

八
月
二
十
五
日
に
行
わ
れ
た
道
志
村
議
会
臨
時
会
は
、

提
出
さ
れ
た
案
件
に
つ
い
て
慎
重
審
議
の
結
果
、
い
づ
れ

も
原
案
ど
お
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
議
決
さ
れ
た
案
件
は

次
の
と
お
り
で
す
。

議
案
第
四
十
八
号

道
志
森
の
コ
テ
ー
ジ
の
設
置
及
び
管

理
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

議
案
第
四
十
九
号

道
志
川
渓
流
フ
ィ
ッ
シ
ン
グ
セ
ン
タ

ー
設
置
及
び
管
理
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

議
案
第
五

十

号

道
志
村
特
産
品
加
工
施
設
設
置
及
び

管
理
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

議
案
第
五
十
一
号

道
志
村
グ
リ
ー
ン
ロ
ッ
ジ
の
設
置
及

び
管
理
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

議
案
第
五
十
二
号

室
久
保
魚
苗
セ
ン
タ
ー
の
設
置
及
び

管
理
に
関
す
る
条
例

議
案
第
五
十
三
号

道
志
村
水
稲
育
苗
セ
ン
タ
ー
の
設
置

及
び
管
理
に
関
す
る
条
例

議
案
第
五
十
四
号

道
志
森
の
コ
テ
ー
ジ
の
指
定
管
理
者

の
指
定
に
つ
い
て

議
案
第
五
十
五
号

道
志
川
渓
流
フ
ィ
ッ
シ
ン
グ
セ
ン
タ

ー
の
指
定
管
理
者
の
指
定
に
つ
い
て

議
案
第
五
十
六
号

道
志
村
特
産
品
加
工
施
設
の
指
定
管

理
者
の
指
定
に
つ
い
て

議
案
第
五
十
七
号

道
志
村
グ
リ
ー
ン
ロ
ッ
ジ
の
指
定
管

理
者
の
指
定
に
つ
い
て

議
案
第
五
十
八
号

室
久
保
魚
苗
セ
ン
タ
ー
の
指
定
管
理

者
の
指
定
に
つ
い
て

議
案
第
五
十
九
号

道
志
村
水
稲
育
苗
セ
ン
タ
ー
の
指
定

管
理
者
の
指
定
に
つ
い
て

平
成
十
八
年

第
三
回

道
志
村
議
会
臨
時
会
の
開
催

戦傷病者の妻の方々に特別給付金が支給されます
◆平成18年５月に国債の最終償還を迎えた方

●戦傷病者の妻に対する特別給付金の継続支給

戦傷病者である夫が、平成18年10月1日に、増加恩給、傷病年金、特例傷病恩給、障害年金等を

受けている場合に、その妻に支給されます。

●戦没者の妻に対する特別給付金への移行

戦傷病者である夫が、不幸にして平成5年4月1日（又は平成8年10月1日）以降平成15年3月31日

までに、公務傷病や勤務関連傷病で亡くなられた場合、その妻に支給されます。

●戦傷病者の妻に対する特別給付金の特例支給

戦傷病者である夫が、不幸にして平成5年4月1日（又は平成8年10月1日）以降平成15年3月31日

までに、一般の怪我や病気で亡くなられた（平病死した）場合、その妻に支給されます。

◆平成13年4月2日から平成15年4月1日の間に新たに戦傷病者の妻になった方

●戦傷病者の妻に対する特別給付金の新規支給

平成13年4月2日から平成15年4月1日までの間に、夫が戦傷病者として増加恩給、傷病年金、

特例傷病恩給、障害年金等の受給権を取得した場合に、その妻に支給されます。また、この期間

内に戦傷病者としてこれらの年金給付を受けている者と結婚をした妻にも支給されます。

◆請求期限 平成21年9月30日

◆問い合わせ先 道志村役場　住民健康課　TEL 0554-52-2113



（９）

この度開催された道志村国民健康保険運営協議会の答申を受けて、平成18年度の国

民健康保険料料率が下記のとおり決定しました。決定した料率により算出された額が一

世帯当たりの保険料です。

国民健康保険は、加入者みなさんで保険料を出し合い、病気、ケガ、出産などに関し

て必要な医療費等の保険給付を行っていく制度です。私たちの健康を守る大切な国民健

康保険を正しく理解し、みなさんでこの制度を守っていきましょう。

＜国 民 健 康 保 険 料 の 計 算 方 法＞

国民健康保険料は、下記のとおり、医療分と介護分にわかれています。

医療分と介護分のそれぞれに違う料率を設定し、加入世帯単位で年間保険料額を算出します。

＜平成18年度　国民健康保険料の料率＞

●医療分内訳

※医療分保険料の賦課限度額は、53万円です。

●介護分内訳（40歳以上65歳未満の方のみ）

※介護分保険料の賦課限度額は、9万円です。

※介護保険の第2号被保険者なので、医療分と介護分をあわせて納めていただきます。

区　　分

所　得　割

資　産　割

均　等　割

平　等　割

6.20％

40.00％

27,000円

38,000円

説　　　明

賦課基準所得　　　×　　　6.20％

固定資産税額　　　×　　　40.00％

加入者数　　　　　×　　　27,000円

１世帯当たり

料　率　等

区　　分

所　得　割

資　産　割

均　等　割

平　等　割

1.30％

9.50％

8,500円

7,000円

説　　　明

賦課基準所得　　　×　　　1.30％

固定資産税額　　　×　　　9.50％

加入者数　　　　　×　　　8,500円

１世帯当たり

料　率　等

国民健康保険料 ＝　　医療分　　＋　　介護分

国民健康保険料の料率が決定しました 国民健康保険料の料率が決定しました 

平成18年度 
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今回の改正は、急速な少子高齢化の進展の中で、国民の安心の基盤である『国民皆保険制度』

を維持し、将来にわたり持続可能なものにするために、医療給付費の伸びと国民の負担との均

衡を確保するためのものです。

70歳未満の方

①高額療養費の自己負担限度額（月額）が一部引き上げられます
1ヶ月に同一の医療機関に支払った自己負担額の合計額が、自己負担限度額を超えた場合、申請する

とその超えた分が高額療養費として支給されます。

＜10月1日からの70歳未満の方の自己負担限度額＞

※1 同一世帯のすべての国保被保険者の基礎控除後の所得の合計額が600万円を超える世帯

※2 同一世帯の世帯主と国保被保険者が住民税非課税の方

②出産育児一時金が引き上げられます

＜被保険者が出産したときに受けられる一時金の支給額＞

③人工透析を要する上位所得者の自己負担限度額が引き上げられます

＜上位所得者の自己負担限度額＞

上位所得者以外の方は、これまでどおり1万円です。

区　　　分

上位所得者　※１

一　　　　般

住民税非課税　※２

150,000円 ＋ (かかった医療費－500,000円)  × 1％

80,100円 ＋ (かかった医療費－267,000円)  × 1％

35,400円

自 己 負 担 限 度 額

９月30日まで

1児につき　　300,000円

10月１日以降の出産から

1児につき　　350,000円

９月30日まで

10,000円

10月１日から

200,000円

国民健康保険 と 

老　人　保　健 

国民健康保険 と 

老　人　保　健 
の一部が変わります 

平成18年
 

10月から
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70歳以上の方（老人医療受給対象者も含む）

①医療費の自己負担割合が一部引き上げられます
現役世代並みの所得がある、一定以上所得者の負担割合が引き上げられます。

一定以上所得者以外の方は、これまでと変わりなく1割負担です。

②高額療養費 (高額医療費) の自己負担限度額 (月額) が一部引き上げられます
1ヶ月に同一の医療機関に支払った自己負担額の合計額が、自己負担限度額を超えた場合、申請する

とその超えた分が高額療養費（高額医療費）として支給されます。

＜10月1日からの70歳以上の方の自己負担限度額＞

※2 同一世帯の世帯主と国保被保険者が住民税非課税の方

（老人保健受給者の場合は、世帯員全員が住民税非課税の方）

※3 住民税非課税の世帯で、世帯員の所得が一定基準に満たない方

③療養病床に入院する場合の食費・居住費の負担が引き上げられます
70歳以上の方が療養病床に入院する場合、これまでは食材料費相当の1食260円の負担でしたが、10

月からは食費と居住費を負担することになります。

＜一般の方が療養病床に1ヶ月間入院した場合の料金の目安＞

問合せ先
住民健康課　国保医療係・老人医療係

TEL 0554－52－2113（直通）

９月30日まで

一定以上所得者 ※1

一定以上所得者以外

２割

１割

10月１日から

一定以上所得者 ※1

一定以上所得者以外

３割

１割

９月30日まで

食材料費相当分を負担
約 24,000円

10月１日から

食　費　42,000円
居住費　10,000円

区　　　分
世帯単位で入院と外来が
あった場合は合算

一定以上所得者

一　　　　　般

住民税非課税Ⅱ※2

住民税非課税Ⅰ※3

44,000円 80,100円＋(かかった医療費－267,000円)×1％

12,000円 44,400円

24,600円

15,000円
8,000円

外来
(個人ごと）


